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人口減少社会問題調査特別委員会 11 月定例会 資料 

１ 人口減少によって生じる県内農林水産業への影響（現状及び将来見通し）と課題 

【農業】 

・本県では、就農準備段階の研修や就農初期の資金交付、施設・機械の整備に係る経費の助成等、全

国に先駆けて新規就農者の確保・育成に向けた取組を継続して実施してきており、新規就農者数は

年間120～150人程度で推移している。しかし、基幹的農業従事者全体においては、年齢構成として

60歳以上が約8割を占め、高齢化に歯止めがかからない状況にある。 

・また、従前、集落の担い手となっていた定年帰農者が、定年延長により農業に従事しない可能性が

高まり、長期的に影響を来す可能性がある。 

・一方で、担い手への農地集積が進み、大規模経営体が増加するなど、生産性の向上や効率化のための

体制が整ってきている。しかし、農村地域全体の人口減に伴い、農道・水路等の維持管理、鳥獣害対

策等、これまで総事により実施してきた作業の継続が懸念される地域が増加している。 

・畜産経営においても、後継者不足や高齢化に伴う廃業により農家戸数が減少しており、今後生産

基盤の維持が困難になることが懸念される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹的農業従事者と年齢構成の推移（出展：農林業センサス） 

 

【林業】 

・県内林業従事者数は、昭和 60年の 1,854 人をピークに減少傾向にあったが、平成 17 年を底（593 人）

に増加傾向に転じ、H27 国勢調査時点で 690 人まで回復。雇用支援として、OJT 研修を中心に人材の

育成・確保を推進し、近年の新規就業者は 30～50 人程度で推移している。平成 22 年には林業従事

者の若年層率（35歳未満）が 23％となり、高齢者率（65歳以上）の 21％を上回り、若い林業従事者

に増加傾向が見られたが、その後、徐々に減少し、令和２年には若年率と高齢化率はほぼ横並びとな

った。 

・更なる担い手の育成・確保を進めなければ、間伐施業地の奥地化への対応や皆伐再造林を推進してい

くことは困難である。 

・山地と集落の間に広がる「里山林」では、人口減少により整備が十分に行き届かず、景観上の問題

等が生じる地域もでてきている。 

・「里山林」は、災害防止、景観維持、生物多様性保全等様々な機能を有し、県民生活と密接な関係に

あることから、林業事業体、企業、NPO はじめ県民一体となった保全体制づくりを推進することが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業従事者数の推移（出展：国勢調査）     
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【水産業】 

・県は平成 12年度より新規就業支援を行っており、漁業就業者数に占める新規就業者数の割合が全国

１位になる等、成果を上げているものの、漁業就業者数全体は減少を続けており、高齢化も進行して

いる。 

・高齢化、人口減少によって活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、漁協等関係機関と連携した

新規就業者の受入れや指導体制整備を継続して支援することが必要である。 

・担い手確保に向けて、より効率的な操業（無駄な出漁の回避、漁労作業の効率化）の実現や漁獲量増

による漁業経営の安定化を図るため、海洋調査等でのスマート技術活用等も積極的に進める必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁業就業者数と年齢構成の推移（出展：漁業センサス） 

 

２ 担い手確保に向けた取組 

 ①働きやすい職場づくり、②人材採用・確保、③人材育成・活用、④生産性向上（省力化） 

【農業】 

令和５年度の主な取組 予算額（千円） 

②③④新規就農者総合支援事業（経営支援課） 

・新規就農者の確保・育成を目的に、就農初期に必要な機械・施設整備への助成、就農

初期の営農・生活面での負担軽減を目的とした就農応援交付金及び経営開始資金の

支給等を行い、新規就農者のニーズにあわせて段階的な支援を行う。また、農家後

継者の就農促進・定着を図るため、農家後継者の親元での就農研修に対する支援を

行う。 

２８２，０９４ 

②③農の雇用ステップアップ支援事業（経営支援課） 

・農業経営体等が県内の求職者、県外からのＩＪＵターン者等を新たに雇用し、職場

内で実施する実践的な研修等に係る経費を助成することにより、県内の雇用就農の

促進を図るとともに、各経営体における担い手の確保と早期育成を支援する。 

４７，３８９ 

②③鳥取発！アグリスタート研修支援事業（経営支援課） 

・就農希望者を担い手育成機構が研修生として受入れ、県内の先進農家等での実践研

修や農業経営に関する研修を行い、県内での独立就農を目指す取組を支援する。 

１３，１３９ 

②③④産地主体型就農支援モデル確立事業（経営支援課） 

・産地が主体的に後継者を確保・育成する仕組みとして、産地の将来ビジョンに基づ

き、新規就農希望者に対する技術習得研修、承継すべき優良農地の維持管理、研修

や営農開始に必要な機械・施設整備等を先行して進め、パッケージで支援する体制

づくりをモデル的に支援するとともに他産地への取組拡大を図る。 

２７，１７０ 

①②③④とっとり農業経営支援ネットワーク事業（経営支援課） 

・就農相談から担い手の経営発展までを一元的にサポートする「鳥取県農業経営・就

農支援センター」を軸に、県内主要産地毎に新規就農者の確保に向けて産地が主体

となるようコーディネートする。 

９，３７４ 

②③④果樹産地新規就農受入体制モデル事業（経営支援課） 

・新規就農者の確保が困難な果樹産地において、関係機関が一体となって進める就農

希望者の受入体制の構築（トレーニングファームの設置・運営、産地体験ツアーの

実施等）を支援する。 

２３，８６９ 
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④酪農第三者継承モデル事業（畜産振興課） 

・後継者不在によりやむを得ず廃業する経営体の資産を、酪農の新規就農希望者に円

滑に継承するため、必要な施設・機械の整備支援やリース料補助を実施する。 

６００ 

③スーパー農林水産業士育成応援事業（農林水産政策課） 

・県内で農林水産業を学ぶ高等学校と地域の関係機関（鳥取大学、農業大学校等）が連

携しながら、県独自の技術認証「スーパー農林水産業士制度」を導入することで、よ

り実践的な職業教育に取組み、将来の県農林水産業を支える人材を育成する。 

４，７４５ 

③多様な人材確保に向けたささえあい事業（農林水産政策課） 

・農業の現場で季節的に生じる労力不足を解消するため、ＪＡに「農業人材紹介セン

ター」を設置し、運営経費等を支援する。 

・新たな外国人材を受入れるため、必要となる住環境の整備を支援する。 

１１，２５１ 

③みんなで取り組む農山村保全活動支援事業（農地・水保全課） 

・ボランティア企業や市部自治会との協働活動により、農業生産基盤を保全する取組

を実施する。 

１２，２１４ 

④スマート農業社会実装加速化総合支援事業（農林水産政策課） 

・普及性の高いスマート農業機械の導入を進めるとともに、人材育成と個別課題のモ

デル実証の取組を支援する。 

７８，３６５ 

 

【林業】 

令和５年度の主な取組 予算額（千円） 

②③鳥取県版緑の雇用支援事業（林政企画課） 

・新規就労者の確保・定着に向けた情報発信・相談会等の開催（林業担い手育成財団へ

の委託）や、林業事業体が行う新規就労者に対するＯＪＴ研修を支援する。 

 

５０，９３２ 

①③④森林整備担い手育成総合対策事業（林政企画課） 

・林業労働者の技術・技能向上、労働安全衛生環境の整備、福利厚生の充実等に繋がる

取組を支援する。 

 

４３，８３５ 

①③林業労働安全緊急対策事業（林政企画課） 

・全産業の中で最も労働災害発生率が高い林業の労働安全向上のため、国事業と連携

して林業事業体等を対象にした労働安全装備・器具の導入支援を緊急的に行う。 

 

７，３５８ 

②③④未来の林業を担う即戦力人材確保育成事業（林政企画課） 

・県内林業事業体を対象とした伐木競技の開催等を通じて、林業担い手の伐木・造材

技術及び安全作業意識の向上を図る。 

・林業アカデミーの研修生の安全衛生技能講習等の受講に要する経費等を支援するこ

とで、林業現場で即戦力となる人材の確保・育成を目指す。 

 

 

２７，９５６ 

④スマート林業実践事業のうち林業 DXリスキリング講座（林政企画課） 

・「新しい林業」に対応したリスキリング講座を開催し、戦略的・総括的な視点を持っ

た林業 DXの中核を担う人材を育成する。 

２，５００ 

②③木材産業人材育成推進事業（県産材・林産振興課） 

・木材産業の人材確保のため、県内の高校生・大学生を対象に製材所や木材市場等木

材産業の現場を見学・体験する機会を設ける。 

・木材産業の人材育成・定着のため、外部研修など必要な研修を開催又は参加するた

めの費用の補助を行っている。 

３，０８７ 

③協働による里山再生事業（森林づくり推進課） 

・地域集落が地元の森林・林業に精通した林業事業体等と協働で行う里山整備（不要

木の伐採、植栽、竹林整備等）及び森林体験学習等を支援する。 

４，０００ 

③とっとり県民参加の森づくり推進事業（森林づくり推進課） 

・ＮＰＯ等が行う森林整備活動、森づくりへの参加を促す森林体験企画等を支援する。 
９，０００ 

③とっとり共生の森支援事業（森林づくり推進課） 

・県・市町村が連携して企業と森林所有者を繋ぎ、企業等による森林保全活動を推進

する。 

１，１１８ 
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【水産業】 

令和５年度の主な取組 予算額（千円） 

③④漁業就業者確保対策事業（水産振興課） 

・高齢化と後継者不足による活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、新規就業

希望者の受入れ、指導体制を整備・支援するとともに、新規就業者が着業する際に必

要な漁船・機器等の取得に必要な支援を行う。 

１７７，８２２ 

④スマート漁業推進事業（水産試験場） 

・ＩＣＴ技術を活用し、操業中の漁船が観測（水温・塩分・潮流）したデータを収集す

る。収集したデータを使い、沿岸漁業者に出漁判断や漁場探索等の参考となる海況予

測等の情報を提供することで、漁業の効率化（労働時間の短縮、燃油使用量削減）を

図る。 

４，５８３ 
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